
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

〇

〇

¾

（号 外）
独立行政法人国立印刷局

告

示

目

次

平成™œ年›月 日 火曜日 (号外第��号)官 報

lllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllll

第
二
号
１
中

「
(

5
5
)
テ
ィ
ー
・
シ
ー
・
リ
ー
シ
ン
グ
・
３
有
限
会
社
（
東
京
急
行
電
鉄
株
式
会
社
が
使
用
す
る
も
の
に
限

る
。）

」
を

「
(

5
5
)
削
除

」
に

改
め
る
。

第
二
号
２
中

「
(

8
)
Ｊ
Ａ
0
0
6Ｄ

」
を

「
(

8
)
削
除

」に
、

「
(

2
3
)
Ｊ
Ａ
0
2Ｒ
Ｊ

」
を

「
(

2
3
)
Ｊ
Ａ
0
2Ｒ
Ｊ

(
2
3
)の
２
Ｊ
Ａ
0
3Ａ
Ｊ

」 に
、

「
(

3
9
)の
２
Ｊ
Ａ
0
6Ｆ
Ｊ

」
を

「
(

3
9
)の
２
Ｊ
Ａ
0
6Ｆ
Ｊ

(
3
9
)の
３
Ｊ
Ａ
0
6Ｊ
Ｊ

」 に
、

「
(

4
3
)
Ｊ
Ａ
0
7Ａ
Ｎ

」
を

「
(

4
3
)
Ｊ
Ａ
0
7Ａ
Ｎ

(
4
3
)の
２
Ｊ
Ａ
0
7Ｊ
Ｊ

」 に
、

「
(

4
7
)の
２
Ｊ
Ａ
0
8Ｒ
Ｊ

」
を

「
(

4
7
)の
２
Ｊ
Ａ
0
8Ｍ
Ｃ

(
4
7
)の
３
Ｊ
Ａ
0
8Ｒ
Ｊ

」 に
、

「
(

6
4
)
Ｊ
Ａ
2
0
5Ａ

」
を

「
(

6
4
)
削
除

」に
、

「
(

8
2
)
Ｊ
Ａ
2
2
0Ｊ

」
を

「
(

8
2
)
Ｊ
Ａ
2
2
0Ｊ

(
8
2
)の
２
Ｊ
Ａ
2
2
1Ｊ

」 に
、

「
(

2
1
5
)の
２
Ｊ
Ａ
6
8Ａ
Ｎ

」
を

「
(

2
1
5
)の
２
Ｊ
Ａ
6
8Ａ
Ｎ

(
2
1
5
)の
３
Ｊ
Ａ
6
9Ａ
Ｎ

」 に
、

「
(

2
3
3
)
Ｊ
Ａ
7
0
9Ｊ

」
を

「
(

2
3
3
)
Ｊ
Ａ
7
0
9Ｊ

(
2
3
3
)の
２
Ｊ
Ａ
7
0Ａ
Ｎ

」 に
、

「
(

3
2
6
)の
２
Ｊ
Ａ
8
0
3Ａ

」
を

「
(

3
2
6
)の
２
削
除

」に
、

〔
告

示
〕

〇
地
方
税
法
第
三
百
八
十
九
条
第
一
項
第
一

号
の
償
却
資
産
の
う
ち
船
舶
以
外
を
指
定

す
る
等
の
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
総
務
一
七
八
）

J

〇
地
方
税
法
第
三
百
八
十
九
条
第
一
項
第
一

号
の
償
却
資
産
の
う
ち
船
舶
を
指
定
す
る

等
の
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
一
七
九
）

K

〇
地
方
税
法
第
三
百
八
十
九
条
第
一
項
第
二

号
の
償
却
資
産
を
指
定
す
る
等
の
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件
（
同
一
八
〇
）

L

〇
政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規
則
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
政
府

短
期
証
券
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
財
務
一
一
五
〜
一
一
八
、
一
二
一
〜
一

二
三
）

O

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
割
引

短
期
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
一
一
九
）

Q

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
七
条
第

三
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
割
引
短

期
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
一
二
〇
）

R

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付

国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
一
二
四
〜
一
三
〇
）

J
J

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
六
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付

国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
一
三
一
〜
一
三
三
）

J
P

〇
個
人
向
け
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令

第
四
条
第
十
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行

し
た
個
人
向
け
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告

示
（
同
一
三
四
）

J
Q

〇
平
成
二
十
四
年
度
使
用
教
科
書
等
掲
載
補

償
金
額
を
定
め
る
件
（
文
化
庁
一
四
）

J
R

〇
平
成
二
十
四
年
度
使
用
教
科
用
拡
大
図
書

複
製
補
償
金
額
を
定
め
る
件
（
同
一
五
）

K
M

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

総
合
特
別
区
域
基
本
方
針
の
一
部
変
更
に
つ

い
て
（
内
閣
）

K
N

労

働

あ
っ
せ
ん
員
候
補
者
に
関
す
る
公
示

（
中
央
労
働
委
員
会
）

L
I

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

L
K

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
、
日
本
弁

護
士
連
合
会
公
示
送
達
、
企
業
年
金
基
金

合
併
関
係

M
R

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
、
行
旅
死
亡
人
関

係

N
I

会
社
そ
の
他

N
J

会
社
決
算
公
告

N
N

〇
総
務
省
告
示
第
百
七
十
八
号

地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
第
三
百
八
十
九
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成

二
十
四
年
総
務
省
告
示
第
八
号
（
地
方
税
法
第
三
百
八
十
九
条
第
一
項
第
一
号
の
償
却
資
産
の
う
ち
船
舶
以
外
を
指
定

す
る
等
の
件
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
平
成
二
十
五
年
度
分
の
固
定
資
産
税
か
ら
適
用
す
る
。

平
成
二
十
五
年
四
月
九
日

総
務
大
臣

新
藤

義
孝

「
(
3
2
7
)
Ｊ
Ａ
8
0
3Ｋ

」
を

「
(
3
2
7
)
Ｊ
Ａ
8
0
3Ａ

」に
、

「
(
3
3
2
)
Ｊ
Ａ
8
0
6
4

」
を

「
(
3
3
2
)
Ｊ
Ａ
8
0
5Ｐ

」に
、

「
(
3
3
4
)
Ｊ
Ａ
8
0
6
9

(
3
3
5
)
Ｊ
Ａ
8
0
6Ａ

」
を

「
(
3
3
4
)
Ｊ
Ａ
8
0
6Ａ

(
3
3
5
)
Ｊ
Ａ
8
0
6Ｐ

」 に
、
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